
新規 拡充 重点 継続

○

％ ％ 年度

％

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

児童福祉法に基づく事業のため、実施する必要があります。

平成21年度は、全戸訪問した中で実際に面談できたのは約７８．５％でした。面談できなかった家庭に対しては、子育てに関する情報を提供し、
必要があれば４か月児健診等において支援を行っています。また、訪問担当者に対する研修会を実施しました。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

子育ての孤立化を防ぎ、親の育児不安を軽減するために、乳児期に全家庭を訪問することは重要で
す。

実
施
状
況

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

達成度

計画

平成２２年度

対象家庭に訪問した結果、８１％は実際に面接できおり、面接できなかった家庭に対しても、その後の
乳児健診において支援を行っています。子育ての孤立化を防ぎ、地域での見守り体制を充実していくた
め、今後も事業を継続します。

44,257

11,713

乳児のいる全家庭を訪問するため、市が実施する必要があります。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

地域の主任児童委員や専門職が実施しているため、これ以上のコスト削減は困難です。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容 100%

95

育児の孤立化を防ぎ、子育てに関する情報を提供するために、乳児の全家庭を訪問します。

90

81.1

90.1

生後４か月までの乳児家庭訪問の割合

子ども家庭局・子育て支援課

５８２－２４１０

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

生後４か月までの乳児家庭全戸訪問事業の充実

政策分野

平成26年度

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開催

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

20,540

48,503

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開催

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開催

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

平成２３年度

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開催

全戸訪問の実施
母子健康手帳交付時の啓
発
研修会の開

生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供
を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供に結びつけることにより、地域のなかで子どもが健やかに育成できる環境
整備を図ります。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

今後も関係機関と連携し、事業を周知することで、より効果的な事業の推進を図ります。



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

発達障害を早期に発見するための乳幼児健診項目について、母子保健調査事業の中で行っている研究結果等を
踏まえながら関係機関と検討します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

健診項目の改正

健診項目の改正

平成２３年度

健診項目の検討

健診の実施

乳幼児健診等における発達障害の早期発見の精度を上げ、標準化するため、受診票の問診項目の見直しを行います。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

健診項目の研究

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

健診項目の検討

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

当初の
予定

健診項目の研究

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

乳幼児健診における問診項目の見直し

子ども家庭局・子育て支援課

５８２－２４１０

健診の実施

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

ー
乳幼児健診の項目を見直すことで、発達障害を早期に発見し、支援につなげます。

ー

ー

問診項目の見直しの推進（検討会の設置）

目標

実績

実績

計画

内容

ー

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト うち一般財源

小児保健研究会で調査した結果をもとに検討することで、健診の精度をより高める効果があります。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

発達障害を早期に発見するための乳幼児健診項目について、母子保健調査事業の中で行っている研
究結果等を踏まえながら関係機関と検討します。

乳幼児健診は、子どもの健康確保のため、市町村が実施するように母子保健法に義務付けられていま
す。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

乳幼児健診の項目を見直すことは、発達障害を早期に発見し、支援につなげることができるため、重要
です。

実
施
状
況

健診の実施

健診の実施

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

発達が気になる乳幼児が増えていることから、早期に発見する施策として重要です。

小児保健研究会において、発達障害を早期に発見するための乳幼児健診項目について研究しました。

4

達成度



新規 拡充 重点 継続

○

回 年度

回

％ ％

区 区 年度

区

％ ％

年度

件

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

349

わいわい子育て相談の参加者数 計画

4

7

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

達成度

実
施
状
況

発達相談の中で気になる子どもを早期に発見し、支援するために相談体制の充実が必要です。
実績

発達障害の発生率は約６％といわれており、それから起こる様々な問題が顕在化していることから、早
期に支援するための施策として重要です。

平成22年度は、親子を対象にした遊びや相談に応じる教室を６区で実施しており、その結果、子どもの発達を促すとともに、親の育児不安の軽
減につながっています。また、発達相談事業の受け入れを拡充するため、関係機関の実態等を把握し検討しました。

4

親子遊び教室の開催数

発達相談の中で気になる親子に対して、専門職による継続した支援が必要です。

達成度 85.7

27,711

24,718

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

発達障害を早期発見し適切な対応を行うことは、乳幼児の健全な発達を促すことから、事業として有効
性は高いです。

相談事業の実施
親子遊び教室の全区実施

相談事業の実施
親子遊び教室の全区実施

達成度

計画

平成２２年度

発達障害を早期に発見し支援することは、子どもの健やかな発育を促し、保護者の不安の軽減や様々
な問題を予防することができます。発達が気になる乳幼児が増加傾向にあり、早期発見及び早期支援
体制の強化が求められていることから、回数の拡充や関係機関との連携を強化する等、事業の充実が
必要です。

発達障害に関する理解を深めるために、市としての関与が必要です。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト うち一般財源

医療関係者等の専門職が実施していることから、これ以上のコスト削減は困難です。

評
価

目標

実績

実績

計画

6

内容 ２０４回

全区実施

発達が気になる子どもを早期に発見し、支援するために相談体制の充実が必要です。

168

104

61.9

わいわい子育て相談の実施回数

子ども家庭局・子育て支援課

５８２－２４１０

相談事業の実施
親子遊び教室の全区実施

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

乳幼児発達相談指導事業（わいわい子育て相談）の拡充

政策分野

7

平成26年度

平成26年度

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

相談事業の実施
親子遊び教室のモデル実
施

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

28,802

34,062

内容

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

相談事業の実施
親子遊び教室のモデル実
施

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

相談事業の回数の拡充
親子遊び教室の全区実施

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

相談事業の回数の拡充
親子遊び教室の全区実施

相談事業の回数の拡充
親子遊び教室の全区実施

平成２３年度

相談事業の回数の拡充
親子遊び教室の全区実施

相談事業の実施
親子遊び教室の全区実施

　心身の発達が気になる乳幼児について、医師・臨床心理士・保育士等がチームで相談に応じ、保護者の育児不安に対応することで、発達障
害等を早期に発見し、乳幼児の健全な発達を支援します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

関係機関と協議し、発達が気になる乳幼児を早期に支援する体制を強化するために、事業の拡充を検討します。



新規 拡充 重点 継続

○

施設 年度

施設

％ ％

施設 年度

施設

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

今後も継続して事業を実施します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

通常保育での受け入れに加え、延長保育、一時保育を含めて統合保育の可能な障害のある子どもの受け入れを行います。また障害のある
子どもの福祉の向上と、保護者の就労を支援するため、関係機関の協力のもと、統合保育の可能な重度の障害のある子どもを直営保育所で
受け入れます。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

・通常保育における障害児の
受入れ施設：157施設
・特別保育事業における障害
児の受入れ施設：（延
長)140(一時)５４

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

・通常保育、延長保育事業実
施保育所、一時保育事業実
施保育所全保育所での受け
入れ
・直営保育所で重度障害児
受け入れ

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

268,261

268,947

当初の
予定

・通常保育、延長保育事業実
施保育所、一時保育事業実
施保育所全保育所での受け
入れ
・直営保育所で重度障害児受
け入れ

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

障害児保育の充実

子ども家庭局　保育課

５８２－２４１２

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

・通常保育で障害児の受け入れを全保育所で行います。
・統合保育の可能な重度障害児の受け入れを直営保育所で行います。

157

157

100

通常保育における障害児の入所状況

目標

実績

実績

計画

（延長)140(一時)５４

内容

ー

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

現在は障害児数に応じた職員配置を、常勤や５時間パートで行っており効率性は高いと考えます。これ
以上のコスト削減は困難です。

評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

本事業は、児童の福祉向上に資するところも大きく、保護者の就労支援、子育て支援を図る上で施策
に対する有効性も高く、今後も児童の処遇改善や保育所の資質向上を図りながら着実に取り組むこと
が適当だと考えます。

220,485

220,485

保育の実施は市町村の義務でもあり、障害児保育の充実が必要です。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

障害のある子どももない子どもも一緒に保育し、ともに育ち生活する中で、、相互の健全な育成を図る
ことができます。保育所での保育が可能な障害のある子どもを全保育所で積極的に受け入れており、２
２年度は１１９施設において４０４名の障害児を受け入れました。就労を希望する保護者も増加するな
か、障害児保育のニーズは高まると予想されます。有効性は高いと思われます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

4

（延長)140(一時)５４

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

障害児の福祉向上はもとより、保護者の就労支援、子育て支援は積極的に取り組む課題であり着実に
進めていく必要があります。

通常保育１１９施設において、障害児４０４名を受け入れました。延長保育２９施設、一時保育３施設において障害児を受け入れました。直営保
育所において、統合保育の可能な重度の障害児８名を受け入れ、子どもの福祉の向上と保護者の就労を支援しました。

4

特別保育事業における障害児の入所状況

保護者の仕事と子育ての両立支援を図るため、通常保育のみならず特別保育事業においても、全
保育所で障害児の受け入れを行う。 達成度



新規 拡充 重点 継続

○

施設 施設 年度

施設

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

東部地区の東篠崎保育所で、親子通園クラス事業を開始します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

親子通園クラスの
計画的な設置

平成２３年度

直営保育所へ新たに「親子通園クラス」を設置し、発達の気になる子どもを保護者とともに受け入れ、保育所での遊びや体験、相談を通じて継
続した支援を行います。また、直営保育所と保健・医療・福祉・教育の関係機関が連携しながら、児童の保育所、幼稚園などへの移行を支援
します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

１施設
（八幡西区黒崎保育所）

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

小倉北区東篠崎保育所で
実施予定

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

1,238

3,158

当初の
予定

親子通園クラスの
計画的な設置

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成26年度

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

親子通園クラスの設置

子ども家庭局　保育課

５８２－２４１２

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

親子通園クラスを設置し、発達に不安のある児童や育児に不安のある保護者を受け入れ、遊びや
相談等を通して、保育所や幼稚園等への移行支援を行います。

1

1

100

親子通園クラスの設置

目標

実績

実績

計画

内容 ７箇所

2

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

利用料として、一世帯あたり月に４，０００円を徴収しています。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

市全域へのサービス実施のためにも、平成２３年７月東部地区で事業を開始していきます。発達の気
になる子どもや育児に不安のある保護者を親子で受け入れ、保育所での親子遊びや行事参加などの
体験、相談を通じて、保育所や幼稚園等への移行支援を行います。

1,290

1,030

直営保育所の施設と人材を活かした子育て支援であり、全国的にも例のない事業です。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

現在通園中の世帯に対して実施したアンケートで、利用者の満足度は１００％でした。
また次年度の進路が決定している世帯も６７％を超え、移行支援としての成果も出ています。

実
施
状
況

実施箇所数　７箇所

実施箇所数　７箇所

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

現在の社会状況において、支援の必要な子どもと保護者への対応を考えた子育て支援としてたいへん
重要であると考えられます。

八幡西区黒崎保育所において親子通園クラスを設置し、遊びの提供や保護者との懇談会を行いました。発達の気になる子どもや育児に不安の
ある保護者に対し、継続した関わりのなかで、子育ての楽しさや子どもの成長の喜びを伝えるなどの支援を行いました。１２組（延べ６５組）の親
子が利用しました。

4

達成度



新規 拡充 重点 継続

○

箇所 箇所 年度

箇所

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

職員の専門性を高めるための研修会を実施します。
また、育児に関する相談に対応していますが、障害に関する相談は少ないため、育児相談の一環としてPR活動を
実施します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

保育所や幼稚園、知的障害児通園施設、入所施設、特別支援学校等で、市民が気軽に相談できる窓口を設けられないか検討します。その体
制を作るため、障害児療育の専門機関による技術的支援を行うなど、保育所等の職員の専門性の向上を図ります。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

相談・支援体制の強化

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

相談対応施設数：１５７箇所

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

相談・支援体制の強化

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

障害のある子どもへの支援

平成２５年度

目標

ー

158

内容

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

身近で気軽に行ける相談窓口体制の整備（保育所等）

子ども家庭局保育課

５８２－４２１２

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援政策分野

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

保育所の機能の有効利用として、予算はかけずに実施しており、経済性・効率性は高いと考えます。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

発達に課題のある子どもの相談では、身近な施設で行うのはより効果的で早期発見につながります。

入所児童以外の相談は少ないが、保育課や社会福祉研修所主催で体制づくりの研修を実施しました。

内容

実
施
状
況

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

認可保育所の機能であり、支援は必要と考えます。

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

4

達成度

計画

平成２２年度

全保育所（１５７施設）で相談に対応していきます。

157

157

100

相談対応施設数

実績

今後とも、職員の専門性を高め、相談窓口を充実させ障害のある子どもの早期発見や支援につなげた
いと思います。

達成度

実績

計画

保育所は身近な施設で相談がしやすく、発達障害の早期発見につながります。保育所は乳児から就学
前までの様々な子どもがいるので、実際の援助の様子も見ることができます。不安感のある保護者に
とって大きな支援になります。

4



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

　施策実現のため、今後も本事業を様々な関係機関と連携して、より効果、効率的に推進し、相談者に
適切な支援等が行えるよう着実な取組みを進めていく必要があります。

　児童相談受付件数は、前年度並みに推移しており、相談者に適切な対応が行えています。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

　児童に関するあらゆる相談に応じるとともに、児童及び保護者等を支援する活動を推進しており、有
効性は高いと考えます。

実
施
状
況

相談者などへの適切な対応

相談者などへの適切な対応

達成度

計画

平成２２年度

　本事業は施策に対する有効性も高く、児童に関するあらゆる相談への適切な対応を図っていくうえに
おいて、今後も着実な取組みを進めていくことが必要だと考えています。

　子ども総合センター(児童相談所)は、児童福祉法で政令指定都市に設置が義務付けられた機関で、
他の実施主体は考えられません。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

　最小の経費で最大の効果を挙げるべく、計画的かつ効率的な予算執行に努めて、運営しています。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容
　児童に関するあらゆる問題について、相談に応じる機関としての活動を最も端的に示す指標として
掲げました。

－

4,683

児童相談受付件数

子ども家庭局・子ども総合センター

８８１－４５５６

相談者などへの適切な対応

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

身近で気軽に行ける相談窓口体制の整備

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

相談者などへの適切な対応

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

児童相談受付件数
（Ｈ23.3.31現在）
4,683件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

相談者などへの適切な対応

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

相談者などへの適切な対応

相談者などへの適切な対応

平成２３年度

相談者などへの適切な対応

相談者などへの適切な対応

　子ども総合センターは、子どもに関するあらゆる相談、指導、心理・障害の判定、一時保護等を行うとともに、児童虐待、非行、不登校など立
ち直り支援が必要な子どもに対応するため、関係機関と連携し子どもや保護者への支援するなど、法に基づく児童福祉の専門的行政機関と
して運営します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

　適切な相談対応に向け、体制の整備及び職員の資質向上を目指します。



新規 拡充 重点 継続

○

件 年度

件

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

本事業は保育所等の職員の資質向上に有効であるため、今後とも継続的に実施します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

保育所や幼稚園、知的障害児通園施設、入所施設、特別支援学校等で市民が気軽に相談できるよう体制を整えるため、障害児療育専門機
関による職員への技術的支援を行います。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

実施件数実績177件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

38,537

40,107

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

身近で気軽に行ける相談窓口体制の整備（保育所等）

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

障害児保育を行う保育所及び障害児の通う学校等の職員に対し、在宅障害児(者)の療育に関する
技術の指導を行うことは、保育所等の専門性向上の判断基準となることから、活動指標として掲げま
した。

-

177

施設一般指導事業実施件数

目標

実績

実績

計画

内容

183

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

指導を実施しているのは障害福祉に関して知識・経験を十分に有する職員であり、他の職員では同じ
成果を得ることができません。

評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

本事業は保育所等の職員の資質向上に有効であるため、今後とも継続的に実施します。

44,440

43,140

本事業は地域生活支援事業の一環であるため、市の関与をなくすことはできません。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

総合療育センター等の専門スタッフによる保育所等職員の育成は、より多くの相談者の福祉向上、問
題解決を効果的に実施することができます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

障害者の相談件数は毎年増加する傾向にあり、それに対応するためには、相談員となりうる保育所等
職員への指導による人材の育成・発掘は必要不可欠です。

指導件数は毎年増加し、本事業利用者を順調に伸ばしています。

4

達成度

社会福祉法人に運営委託

社会福祉法人に運営委託



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

障害のある子どもの福祉の向上及び保護者の仕事と子育ての両立支援は積極的に取り組むべき課題
であり着実に進めていく必要があります。

子どもの発達相談や保育への個別支援、研修などを通して、支援に取り組みました。

4

保護者支援の取り組み

専門機関などの支援を受けながら、個別の指導計画書を作成し、これを基に保育所と家庭がそれぞ
れの生活状況を伝え合うことで、共通理解を深め、保護者の悩みなどを支えます。 達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

一人一人の障害はさまざまであり、その状態も多様であるので、障害のある子どもの保育にあたって
は、専門機関と連携し話し合う機会を持つことが重要です。有効性は高いと考えられます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

今後とも、専門機関との連携を深め、保育所における対応のあり方など研修を通して、発達障害のある
子どもへの支援の充実を図ります。

保育の実施は市町村の義務です。保育所における発達障害児への支援等は必要です。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

研修など市の講師謝礼に基づき、合理的に実施しています。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容
子ども総合センター・総合療育センター・障害福祉センター等専門機関と連携し、発達障害児の支援
の拡充を図ります。

専門機関と連携した発達障害児の支援

子ども家庭局　保育課

５８２－２４１２

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

専門機関との連携による保育所での発達障害児支援の充実

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

保育者対象の研修の実施

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

保育者対象の研修の実施

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

保育所と、「子ども総合センター」、「総合療育センター」など専門機関との連携を強め、保育所に通うLD、ADHD、高機能自閉症のある子どもな
どへの支援の拡充を図ります。特に今後の課題として、保育所における対応のあり方、専門機関との役割分担、保護者への支援のあり方等
について検討を深め、支援に取り組みます。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

関係機関との連携を図ると共に、保育士を対象に発達障害への理解を深め支援できるよう研修会を実施します。



新規 拡充 重点 継続

○

件 年度

件

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

発達障害者の増加など相談件数は毎年増加する傾向にあり、それに対応するためには、相談員となり
うる保育所等職員への指導による人材の育成・発掘は必要不可欠であり、事業の継続は必要と考えま
す。

指導件数は毎年増加し、本事業利用者を順調に伸ばしています。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

総合療育センターは、本市の障害児療育・支援の中核施設であり、また、総合療育センター等の専門
スタッフによる保育所等職員の育成は、より多くの相談者の福祉向上、問題解決を効果的に実施する
ことができることから市民の総合療育センターの機能充実に対する期待は大きいと考えます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

保育所や幼稚園などにおいても障害のある子どもが在籍しており、保育所等の職員の資質向上が必
要であるため、専門スタッフによる指導事業を継続的に実施します。

78,210

60,025

指導事業は、障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業の一環であるため、市の関与をなくすことはできませ
ん。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

指導を実施しているのは障害福祉に関して知識・経験を十分に有する職員であり、他の職員では同じ
成果を得ることができません。
また、総合療育センターは指定管理者制度を導入し、経済的・効率的な運営を行っております。評

価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容

197

障害児保育を行う保育所及び障害児の通う学校等の職員に対し、在宅障害児(者)の療育に関する
技術の指導を行うことは、保育所等の専門性向上の判断基準となることから、活動指標として掲げま
した。

-

191

発達障害者支援センター及び地域支援室の指導実施件数

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

総合療育センター等の専門スタッフの派遣

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

54,397

71,826

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

発達障害者支援センター及び
地域支援室による保育所等
への指導件数実績

191件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

保育所や幼稚園、放課後児童クラブ等に「総合療育センター」や「発達障害者支援センター」から専門スタッフを派遣し、指導・助言を行うととも
に、保育士等の職員研修を充実することで、障害のある子どもの特性やかかわり方の理解を促進します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

引き続き保育所等の職員の資質向上等のため、指導事業を継続的に実施します。

専門スタッフの充実に向けた取組みへの支援
社会福祉法人に運営委託

専門スタッフの充実に向けた取組みへの支援
社会福祉法人に運営委託



新規 拡充 重点 継続

○

件 年度

件

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

医師確保に向けて、大学医局への働きかけ等必要な支援を行うとともに、指導事業においては保育所
等の職員の資質向上に有効であるため、今後とも継続的に実施します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

医師をはじめ臨床心理士などの専門スタッフの充実等を図るとともに、「総合療育センター」の地域支援室による地域の保育所、幼稚園や通
園施設等への支援の強化や市西部地区の障害のある子どもの支援について検討します。（総合療育センターは指定管理者が運営）

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

実施件数実績177件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

38,537

40,107

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

総合療育センターの機能の強化

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

障害児保育を行う保育所及び障害児の通う学校等の職員に対し、在宅障害児（者）の療育に関する
技術の指導を行うことは、保育所等の専門性向上の判断基準となることから、活動指標として掲げま
した。

-

177

施設一般指導事業実施件数

目標

実績

実績

計画

内容

183

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

指導を実施しているのは障害福祉に関して知識・経験を十分に有する職員であり、他の職員では同じ
成果を得ることができません。
また、総合療育センターは、指定管理者制度を導入し、経済的・効率的な運営を行っています。評

価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

総合療育センターは、本市の障害児療育・支援の中核施設であり、機能強化に向けた取組みは今後も
必要と考えます。
また、指導事業においても、保育所等の職員の資質向上に有効であるため、今後とも継続的に実施し
ます。

44,440

43,140

総合療育センターの機能維持や充実のためには、医師等の確保が必要であり、全国的な医師不足の中、市の支
援、協力が必要と考えます。
また、指導事業においては、障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業の一環であるため、市の関与をなくすこ
とはできません。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

総合療育センターは、本市の障害児療育・支援の中核施設であり、また、総合療育センターなどの専門
スタッフによる保育所等職員の育成は、より多くの相談者の福祉向上、問題解決を効果的に実施する
ことができることから市民の総合療育センターの機能充実に対する期待は大きいと考えます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

発達障害者の増加など相談件数は毎年増加する傾向にあり、それに対応するためには、相談員となり
うる保育所等職員への指導による人材の育成・発掘は必要不可欠であり、事業の継続は必要と考えま
す。

医師確保に向けて、大学医局への働きかけ等必要な支援を行っています。
また、指導事業の利用者についても順調に増加しています。

4

達成度

社会福祉法人に委託し、専門スタッフの充実に向けた取組みへの支援を推進する

社会福祉法人に委託し、専門スタッフの充実に向けた取組みへの支援を推進する



新規 拡充 重点 継続

○

人 人 年度

人

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

発達障害のある子どもが増加している現在、発達障害に関する普及・啓発を図ることは、発達障害の
ある子どもの支援強化に高い効果が期待できるため、今実施する必要があります。

研修受講者には、高評価を得ています。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

本事業を実施することで、発達障害に対する理解を深め、発達障害の診断等を実施できる医療機関が
増加し、発達障害者支援センターとの連携強化を図ることができるため、効果は高いと考えます。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

今後も、医療従事者にとって有効な研修内容とし、発達障害の普及啓発に努めるとともに、支援体制の
強化に努めます。

875

437

市長のマニフェストにおいても、発達障害のある子どもへの支援が掲げられており、実施主体は、市が
適切であると考えます

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

本事業は、発達障害に関する高い専門知識や経験を積んだ事業者に委託しており、経済性及び効率
性に配慮した事業展開を行っております。

評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容

51

発達障害の理解を促進するには、医療従事者が研修を受講することが必要であるため、「研修の受
講者数」を活動指標として掲げました。
（平成２３年度は原則として、前年度以上を計画しています）

-

51

研修の受講者数

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

医療機関との連携強化

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

407

814

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

研修実施
（平成２３年３月１８日（金））

受講者数：５１人

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

医療従事者を対象とした研修会などを実施し、発達障害に対する理解を促進します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

必要に応じて研修内容を見直しながら、より効果的な研修の充実を図ります。

医療従事者に対する発達障害に関する理解促進

医療従事者に対する発達障害に関する理解促進



新規 拡充 重点 継続

○

校園 校園 年度

校園 校園

％ ％

人 人 年度

人

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

特別支援学校のセンター的機能を中核に、保育所、幼稚園、小・中学校、高等学校への支援の充実を図ります。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

（仮称）特別支援相談室3校設
置

○特別支援学校が、教育相談や公開講座を行ったり、関係機関と連携したりして、保育所・幼稚園、小・中学校等への助言援助を行います。
○拠点となる特別支援学校に、（仮称）特別支援相談室を置き、他の特別支援学校や関係機関と連携しながら地域の小・中学校等への助言
援助を一層進めることを計画しています。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

特別支援学校の教育環境
等に関する調査

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

3

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

当初の
予定

特別支援学校のセンター的
機能整備

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

100

平成25年度

平成25年度

○特別支援学校が、教育相談を行ったり、関係機関と連携したりして、保育所・幼稚園、小・中学校
等への助言援助を行います。

201

173

86.1

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

特別支援学校のセンター的機能の整備

教育委員会・特別支援教育課

５８２－２３６７

（仮称）特別支援相談室3校設
置

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

政策分野

目標

実績

実績

計画

136

内容 ２００校園

１００人内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

○関係機関と連携して、保育所・幼稚園、小・中学校等への助言援助を行うことが主な事業内容である
ため、独自の事業費はありません。

568

568

3

○今後も特別支援学校のセンター的機能の活用が必要な園、学校数は増加すると考えます。
○特別な支援が必要な幼児の就学前教育の充実に一助を担っており発展する可能性があります。
○特別支援相談室の設置については特別支援学校の総合的な整備の検討と並行して行う必要があり
ます。

200

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

○市内の園、小・中学校の約８割が特別支援学校のセンター的機能を活用しています。
○しかし、全国的に特別支援学校の児童生徒数が増加傾向にあり、教室数の不足が続いているため特別支援学校内の特別支援相談室の設
置計画が滞っている状況にあります。

136.0

評
価

特別支援学校のセンター的機能を活用している市立幼稚園、小・中学校等の数

○現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

100

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

○特別な支援が必要な幼児児童生徒に適切な指導・支援をするためには、特別支援学校のセンター
的機能を充実し、園・小・中学校等における特別支援教育の推進を図る必要があります。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

○市内の園、小・中学校の約８割が特別支援学校のセンター的機能を活用し、特別支援教育の推進を
図ることができました。

実
施
状
況

新たな計画に基づき
実施する予定

新たな計画に基づき
実施する予定

達成度

計画

平成２２年度

4

公開講座参加人数

市内の幼稚園や保育所・小学校の教職員に向けての公開講座で、障害のある幼児等のスムーズな
小学校等への移行を目指しています。 達成度

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

今後も関係機関と連携を図りながら、事業を推進します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

事業の継続実施

事業の継続実施

平成２３年度

事業の継続実施

事業の継続実施

　聴覚の障害を早期に発見し療育を開始することで、コミュニケーション形成や言語発達に効果が得られるため、新生児に対して行う聴覚検
査費用の一部を助成します。また、検査で聴覚障害が発見された場合には、早期療育に取り組むための支援を行います。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

事業の継続実施

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

事業の継続実施

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

15,463

15,463

当初の
予定

事業の継続実施

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

新生児聴覚検査事業

子ども家庭局・子育て支援課

５８２－２４１０

事業の継続実施

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

早期に発見することで早期療育につながることから、聴覚検査は必要です。
6,771

聴覚検査実施件数

目標

実績

実績

計画

内容

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

医療機関において実施しているため、コストの削減は困難です。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

聴覚の異常を早期に発見し支援することで、言語発達に効果があることから、今後も事業を継続しま
す。

13,355

13,355

市が行うことで、関係機関と連携を図り、検査後の継続支援につながります。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

聴覚の異常を早期に発見するための検査として重要です。

実
施
状
況

事業の継続実施

事業の継続実施

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

聴覚の異常を早期に発見し早期療育につなげることで、言語発達に効果があることから、事業の実施
は重要です。

平成21年度は、新生児6,848人が検査を受けており、その結果、精密検査が必要な乳児に対して、保健師等がフォローアップを行っています。

4

達成度



新規 拡充 重点 継続

○

件 年度

件

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

3

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

障害者の日常生活における各種不安や問題を迅速に解決できなければ、障害者は地域で安心して暮
らすことが出来なくなると考えられます。したがって、障害者の自立と社会参加を促進するためには、本
事業の実施は必要です。

・相談支援事業検討会を設置し、より効率的な新しい相談支援体制の検討を開始しました。
・HPの充実を初めとした広報活動の促進や、各種研修会を開催することで障害者地域生活支援センターの知名度を上げることができ、相談件
数も前年度より増加させることができました。（平成21年度：10,359件→平成22年度：12,188件）

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

障害者は、その障害の種類別に日常生活における多くの異なる不安や問題を抱えており、障害福祉に
関する専門家がその知識と経験を持って対応しなければ、解決できない相談がほとんどです。よって、
専門家が相談に対応できる北九州市障害者相談支援事業協会への委託は、障害者にとって有効で
す。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

本事業は、障害者が日常生活を安心して送り、地域で暮らしていくために必要不可欠の事業です。
また、相談内容が一層専門化・複雑化する傾向にあるため、今後はより効率的な相談支援体制の構築
を検討する必要があります。

102,692

102,692

本事業は、本来は市が行うべきことを北九州市障害者相談支援事業協会に委託し、迅速に問題解決
を図っています。したがって、市の関与も必要です。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト うち一般財源

障害者に対する相談支援は主に区役所で行っていますが、相談支援の専門機関である北九州市障害
者相談支援事業協会に委託することで、より専門的な相談に対し迅速な問題解決を図っています。
しかし、障害者等からの相談内容が一層専門化・複雑化する傾向にあるため、今後は、より効率的な
相談支援体制の構築を検討する必要があります。評

価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容

12,188

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにするため、障害者地域生活支
援センターが障害者やその家族等からの相談に応じ、必要な支援を行います。

-

12,188

障害者地域生活支援センターの相談件数

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

北九州市障害者地域生活支援センターの運営

政策分野

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

内容

102,692

102,692

これまで
の進捗状
況・今後
の予定 相談件数：12,188件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

障害者相談支援事業を実施する「北九州市障害者地域生活支援センター」（ウェルとばたに設置）の運営を北九州市障害者相談支援事業協
会に委託して、障害者及びその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護のための必要な援助を行うことにより、障害者等が
自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにします。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

一層専門化・複雑化する相談内容に対応するため、障害者にとってより効率的で便利な相談支援体制の構築を検
討します。

相談事業実施
公益社団法人に運営委託

相談事業実施
公益社団法人に運営委託



新規 拡充 重点 継続

○

件/月 件/月 年度

件/月 件/月

年度

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

広報活動等を積極的に行い、利用促進を図ります。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

障害児の障害程度・種別に応じ、療育と教育の一環として、おもちゃを通じて、身体的・精神的発達を促すため、おもちゃの貸出、研究及び相
談を行います。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

貸出点数
411件/月

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

3

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

776

776

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

政策分野

-

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

おもちゃライブラリーの運営

保健福祉局・障害福祉課

５８２－２４２４

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「おもちゃの貸出点数」の増加が、利用者の満足度の高い事業である判断基準と考えられることか
ら、活動指標として掲げました。

-

411

おもちゃの貸出点数

目標

実績

実績

計画

内容

-

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

おもちゃライブラリーの運営をボランティア団体に委託する等可能な限り経費の削減を行っており、経済
的・効率的な運営を行っています。

評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

より多くの障害児等がおもちゃを通して、身体的・精神的な発達ができるように、積極的な広報活動に
より当該事業の利用促進を図ります。

801

810

民間セクターにて、当該事業を実施した場合、おもちゃの購入費・運営に係る人件費等のコストに見合
う収入を得ることは非常に困難であるため、市の関与をなくすことはできません。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

多くの障害児等が当該事業により、身体的・精神的な発達を促すことができたと好評を得ています。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

障害児の障害程度・種別に応じたおもちゃは、市場が小さいため購入単価が高くなる傾向があります。
おもちゃを通じて身体的・精神的発達を図ることができないケースが生じます。

積極的な広報活動により、順調におもちゃの貸出点数が推移しています。

3

達成度

事業の目的達成に向けた積極的な取り組み

事業の目的達成に向けた積極的な取り組み



新規 拡充 重点 継続

○

人 人 年度

人 人

％ ％

人 人 年度

人 人

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

巡回相談人数（実数）

学校等を訪問し、個別の教育支援計画の作成等について教職員に助言し、必要に応じて医療機関
等の専門家チームと連携できるステムの中で、学校・園からの相談件数は年々増加しています。 達成度

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

今
後
の
方
向

性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

○就学相談のシステムを改善したことで増加した申込みへの対応がスムーズにでき、相談機能の充実
を図ることができました。また、教育相談と巡回相談については、学校・園からの申し込みへの対応が
十分にでき、効果的な支援ができました。

実
施
状
況

新たな計画に基づき
実施する予定

新たな計画に基づき
実施する予定

達成度

計画

平成２２年度

評
価

教育相談人数（実数）

3,362

3,362

○現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

300

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

○増加傾向にある就学相談等の申し込みや保護者や児童生徒等からの特別支援教育への期待に応
えるためには、今後も特別支援教育センターの相談事業を積極的に推進していく必要があります。

300

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

○就学相談のシステムを改善したことで増加した申込みへの対応がスムーズにできました。
○教育相談と巡回相談は、実施人数、実施学校数、実施時間数といずれも十分な成果があり、学校・園にとって手厚い支援と
なっています。

90.0

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト

○教育相談や巡回相談を申し込む保護者や学校は多く、相談件数が増加しているため、費用対効果
は高いといえます。

4,422

4,422

4

○巡回相談に係る専門家チームの派遣のあり方を工夫したりするなど、今後も効果的な相談を行いま
す。

目標

実績

実績

計画

270

内容

内容

５８２－２３６７

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

政策分野

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

特別支援教育相談センターにおける相談事業

教育委員会・特別支援教育課

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

200

障害の理解や学校生活等での支援について保護者や教職員と相談ができるシステムの中で、学
校・園からの相談件数は年々増加しています。

300

369

123

当初の
予定

教育相談の実施
巡回相談の実施
就学相談の実施

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

教育相談の実施
巡回相談の実施
就学相談の実施

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

○就学相談等の相談申込者数が毎年増加傾向にあるように、保護者や児童生徒等からの特別支援教育への期待が高まっています。
○特別支援教育相談センターの相談機能の充実を図ります。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

○巡回相談に係る専門家チームの派遣のあり方を工夫し、一層の活用を図ります。



新規 拡充 重点 継続

○

校 校 年度

校

％ ％

区 区 年度

区

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

状況を見ながら、計画的で着実な取組を進めていきます。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

設置校数　１１０校

設置校数　１１０校

平成２３年度

設置校数　１０５校

設置校数　１２０校

○児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、特別支援学級設置校数を７３校から１２０校に増やし、通級指導教室を全
区に設置することを目標としています。
○特別支援学校については、相談支援体制も含めた総合的

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

設置校数　１０２校

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

設置校数　１０５校

3

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

当初の
予定

設置校数　９１校

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

7

平成２５年度

平成２５年度

設置校数に
ついて、当初
計画を上回っ
たため上方
修正

児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、特別支援学級設置校数を７３校か
ら１２０校に増すことを目標としています。

91

102

112.1

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

特別支援教育を行う場の整備

教育委員会・特別支援教育課

５８２－２３６７

設置校数　１２０校

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

政策分野

目標

実績

実績

計画

6

内容 １２０校

全区内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

○児童生徒の障害の状況や通学の利便性を踏まえた内容で、経済的、効率的な事業実施に努めてお
り、併せて、特別支援学級の新設に対する高いニーズに応えたものとなっています。

265,419

384,419

3

○特別支援学級の設置校は２５年度までに１２０校、通級指導教室は全区に設置することを目標として
いるため、今後も状況を見ながら目標達成まで継続する必要があります。
○東部地域において、知的障害を有する子どもの増加などにより、体制整備が喫緊の課題となってい
ます。そのため、平成２３年度は、新設も視野に入れ、実のある再編を検討していくための調査を行い
ます。

100

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

○平成２１年度に特別支援学級の設置校数は、８６校であったのに対し、平成２２年度は、１０２校に増設することができています。達成度は１０
０％を超えました。

○７校１７台のスクールバスを安全に運行しました。また、２台の車両更新を行いました。

85.7

評
価

特別支援学級設置校数

462,364

211,588

○市立学校に関することであり、実施主体は市が適当だと考えます。

7

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

○児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、、特別支援学級や通級指導教室の
適切で効果的な設置をしていく必要があります。また、東部地域において、知的障害を有する子どもが
増加しているため、体制整備が必要です。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

○児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等から特別支援学級の新設に対する要望は高いで
す。
○２２年度は特別支援学級の設置校数は２１年度より１６校増加しました。
○通級指導教室は門司区以外の設置に留まっています。

実
施
状
況

新たな計画に基づき
実施する予定

新たな計画に基づき
実施する予定

達成度

計画

平成２２年度

4

通級指導教室の設置区

児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、通級指導教室を全区に設置するこ
とを目標としています。 達成度

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

特別支援学級の設置

特別支援学級の設置



新規 拡充 重点 継続

○

校 校 年度

校 校

％ ％

校 校 年度

校 校

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

相談支援体制や人材育成の充実を図り、今後も引き続き人の配置を継続して行います。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

○就学相談等の相談申込数が毎年増加傾向にあるように、保護者や児童生徒等からの特別支援教育への期待が高まっています。
○特別支援教育介助員の配置や外部人材の有効活用で、障害のある幼児児童生徒への適切な指導・支援の充実を図っていきます。
○特別支援教育支援員・・・特別支援教育補助（市費嘱託講師）、特別支援教育

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

3

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

13

通常の学級及び特別支援学級等における特別支援教育の充実を目指すため、学校の実情に応じて
特別支援教育補助講師を配置しています。

33

48

145.5

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

特別支援教育を推進する人の配置

政策分野

教育委員会・特別支援教育課

５８２－２３６７

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

目標

実績

実績

計画

12

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト

○学校・園からの要望が高く費用対効果は大変高いものがあります。

92,495

92,495

4

○人の配置に関しては、緊急度の高い状況が続くことが予測されます。
○相談支援体制や人材育成の充実が必要不可欠であり、今後も引き続き人の配置は継続して行う必
要があります。

実
施
結

果

事業費

うち一般財源

平成２２年度より自閉症・情緒障害の特別支援学級のうち、児童生徒数が５人以上で必要な学級に対し、特別支援学級補助講師を配置するこ
とができました。また、特別支援介助員も必要に応じて、配置ができており、２２年度は、１２名の配置ができ、２１年度より１名増の配置です。

100.0

評
価

特別支援教育補助講師の配置校数

66,897

66,897

○現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

12

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

○特別支援教育を推進する人の配置については、緊急度、要望ともに高い状態が続くことが予測され
ます。また、障害のある幼児児童生徒への適切な指導・支援の充実のためには、人の配置を継続して
行うことが必要です。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

○必要に応じて特別支援教育補助を配置し、学校からの要望に応えることができました。
○特別支援教育ヘルパーの活用により、幼児児童への適切な支援ができました。
○特別支援教育介助員の配置は十分な手ごたえがあり今後も期待されています。

実
施
状
況

新たな計画に基づき
実施する予定

新たな計画に基づき
実施する予定

達成度

計画

平成２２年度

4

特別支援教育介助員の配置校数

通常の学級に肢体不自由の児童生徒が在籍する小・中学校に対して、特別支援企養育介助員を配
置し、学習面や生活面での介助を行っています。 達成度

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

特別支援教育支援員の配置や外部人材の有効活用

特別支援教育補助講師配置
特別支援教育ヘルパー配置

配置の継続

特別支援教育支援員の配置や外部人材の有効活用

特別支援教育補助講師配置
特別支援教育ヘルパー配置

配置の継続



新規 拡充 重点 継続

○

刊行 刊行 年度

刊行

％ ％

人 人 年度

人

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

3

公開講座参加人数

○幼稚園・保育所・小学校の教職員向けの公開講座を開催し、障害のある子どもの小学校へのス
ムーズな移行を目指します。（教職員対象者数：２００人） 達成度

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

○保護者や市民等の特別支援教育への関心は高く、ニーズに対応できる内容のリーフレット等の刊行
を行いました。

実
施
状
況

新たな計画に基づき
実施する予定

新たな計画に基づき
実施する予定

達成度

計画

平成２２年度

評
価

理解啓発資料刊行数

3,203

3,203

○現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

100

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

○障害のある子どもたちや特別支援教育について、学校・園や市民へ理解を深めてもらうためには、
今後も保護者や市民、関係機関等に積極的に啓発を行う必要があります。

5

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

２２年度は理解啓発資料を４種類刊行し、公開講座では、１３６人が参加しました。

136.0

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ア

コ
ス
ト

○内容を精査しながら、保護者のニーズに対応できる発刊物の作成に努めており、費用対効果は高い
と思います。

4,149

4,149

3

○ホームページで刊行物の閲覧ができるように工夫するなど、内容を充実させる必要があります。
○今後も内容を精査し積極的に市民への理解・啓発を行う必要があります。

目標

実績

実績

計画

136

内容 ５刊行

１００人内容

教育委員会・特別支援教育課

５８２－２３６７

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

特別支援教育の理解啓発

政策分野

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

100

平成２５年度

平成２５年度

○保護者向けのリーフレット「通常学級における特別支援教育」等、特に市民・保護者への理解啓発
の充実に努めました。

5

4

80

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 障害のある子どもへの支援

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

3

3
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

○保護者や市民、関係機関等に、障害のある子どもたちや特別支援教育について理解・啓発を行います。
○理解啓発資料作成と配布、ホームページの内容充実を図り、公開講座（特別支援学校のセンター的機能）や特別支援教育講演会（教育セ
ンター）を通して、学校・園や市民への理解が深まるよう継続して行う予定です。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

今後も内容を精査し積極的に市民への理解・啓発を行います。

理解啓発資料刊行
公開講座開催
特別支援教育講演会開催

理解啓発資料刊行
公開講座開催
特別支援教育講演会開催
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